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税務ガバナンス強化の必要性と背景 

過度な節税、大企業・富裕層優遇税制への批判的世論 

■様々なステークホルダーとの利害調整 

- 投資家 

- 従業員 

- 顧客 

- 仕入先・外注先 

- 政府（税務当局） 

- 地域社会の構成員、等々 

 

低成長による自国第一主義の高まりと各国間の税争奪戦 

■発展途上国のBEPS行動計画への “便乗”、保護貿易主義の台頭 

- 各国における納税状況がガラス張りに 

- 外国企業の「応分負担」の欠如に対する厳しい目 

- それを好機とする課税当局による課税強化の傾向 
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税務ガバナンス強化の必要性と背景 

■ 実体が伴わない 

■ 事業上の機能もリスクもなく、活動そのもの
のが存在しない 

‘私書箱’ 会社（ペー
パーカンパニー） 

■ バミューダ、BVIs、パナマ 

■ ケイマン諸島 

■ キプロス、ルクセンブルグ、等々 

タックスヘイブン 

■ 売上規模との比較感 

■ ‘Fair share’（応分の負担）の欠如 

■ 発展途上国による「応分負担」の浸食 

少なすぎる法人税の納
税 

■ ハイブリッド・エンティティの利用 

■ ハイブリッドファイナンスの利用 

国際的なハイブリッド・ミ
スマッチの利用 

■ 法人税務に関する透明性の欠如 

■ 効果的な税務情報交換の欠如 
税務における透明性 

OECD 

EU 

日本 

■ BEPS行動計画 

■ 租税回避防止指令
（ATADⅠ&Ⅱ) 

■ 税務ガバナンス強化推
奨の動き（国税庁） 

その他の 

国々 

■ 片務的な租税回避防
止規定の導入 

■ 国際課税ルールの独
自解釈 

米国 ■ トランプ税制 
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 コンプライアンスの意識は非常に高く、違反を

犯す日本企業は極めて限定的で、行きすぎた

節税を行う企業も極めて限定的 

 国ごと又は子会社ごとの対応ではあるが、 

税務リスク管理はしっかり出来ている 

 税務調査による追徴も見解の相違による 

ことが大半で脱税は極めてまれ 

 税務戦略がない 

 企業全体としての横断的な、また事業部に 

固有な移転価格ポリシーが不在 

 企業全体としての横断的なグローバルタックス 

マネジメント体制がない 

BEPS導入前の日本企業の評価（総括） 

日本企業の税務マネジメント体制評価 
（BEPS導入前） 

コンプライアンス 

プランニング 

Low High 
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欧米先進企業 VS. 日本企業 

欧米先進企業 日本企業 

会社は誰のもの？ 株主のもの 社会性を有するもの 

経営指標はどこに注目？ 税引後利益に注目 営業利益に注目 

税金の捉え方は？ 税金は管理すべきコスト 
税金は利益の結果として 

支払うもの 

税務戦略は？ 企業戦略の一部 
・ 税務戦略がない 

・ 税務戦略は企業戦略外 

税務戦略の策定は？ 経営者が関与 経営者は関与しない 
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欧米先進企業 VS. 日本企業 

欧米先進企業 日本企業 

グローバルタックスマネジメント
の浸透度は？ 

リスク管理とプランニングがあり、
CFO直轄のCTOが担当 

移転価格以外はない 

海外子会社のタックスリスク 

管理及びプランニングの責任は

誰が持つ？ 

本社CTO 海外子会社 

本社CTOの海外子会社の 

タックスポジション理解は？ 
把握している 把握できてない 

事業部横断または事業部固有

の移転価格ポリシーの有無？ 
有している 有していない 
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BEPS導入後の日本企業の評価（予想） 

 BEPSが導入されると、企業活動がグローバ

ルで透明化され、日本や他の国の税務当局

が把握できるようになる 

 事業活動やタックスポジションをグローバルに 

把握している本社のCTOでないと海外子会

社の税務調査は対応が不可能という可能性

が高まってくる 

 戦略的な対策を講じないと証券アナリストや

機関投資家の質問に対して回答に窮するこ

とになることも 

日本企業の税務マネジメント体制評価 
（BEPS導入後予測） 

コンプライアンス 

プランニング 

Low High 
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BEPS導入後の世界 

統制 

統制 

統制不足 

統制 

統制 

統制 

統制不足 

日
本
企
業 

A国 
税務当局 

B国 
税務当局 

C国 
（OECD加盟国外） 

税務当局 

BEPS導入 
企業活動が 

グローバルで透明化 
各国税務当局が 
企業活動を把握 
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取り組むべき課題：10 Things to Do 

税務部門の 
あり方 

税務インフラの
整備 

組織風土・ 
意識改革 

税
務
部
門
の
あ
り
方 

税
務
イ
ン
フ
ラ
の
整
備 

組
織
風
土
・
意
識
改
革 

6 
税務ポジションの把握（プロセス管理

ツール、D & Aの活用） 

7 
税務調査結果や会計事務所への 

質問事項を含むノウハウの蓄積 

8 
事業部の壁（トップダウン型 

意思決定の欠如）の克服 

9 
税務戦略はオペレーション（事業） 

であるという認識 

10 税務部門の位置づけ 

1 
職能別チームの組成と事業部への配

置 

2 
税務指標のKPI化および 

税務部門に対する評価体系見直し 

3 
事業計画、個別の事業意思決定時

における関与 

4 
各国の税制、税務活動の取り組みの

アップデート 

5 

業務の見直し（シェアードサービスや 

アウトソーシング）と研修体系の 

充実化 
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税務部門を見直すきっかけ 

マーケット 税務当局 
世論 

メディア 
事業戦略 

効率性へ
の要求 

内的要因 外的要因 

大きな構
造変化 

‒ 法令・税制の
改正 

‒ マーケットの
景気回復と
成長スピード 

‒ デジタル化と
クロスボー
ダー活動の
増加 

‒ 新たな税源
の希求 

‒ コーポレート
ガバナンスへ
の注目 

‒ リスクアプ
ローチによる
調査とリアル
タイムの
チェック 

‒ 税務情報の
開示要求の
高まりと企業
の責任 

‒ 新規事業へ
の参入/海外
への事業拡
大 

‒ 経営トップの
交代又は事
業戦略の変
更 

‒ 事業機会へ
の柔軟な対
応 

‒ コスト削減圧
力とスケール
メリットの希
求 

‒ 事業効率化
の推進  

‒ 継続不能、
煩雑な手続
きの簡素化 

‒ 合併・買収や
事業売却に
よる構造変
化 

‒ 財務機能の
変化  

‒ 新たなITシス
テム導入によ
るテクノロ
ジー改革 
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御静聴ありがとうございます 
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拠とせず、プロフェッショナルが特定の状況を綿密に調査した上で提案する適切なアドバイスをもとにご判断ください。 

© 2018 KPMG Tax Corporation, a tax corporation incorporated under the Japanese CPTA Law and a member firm of the KPMG network of 

independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity.  All rights reserved. 

The KPMG name and logo are registered trademarks or trademarks of KPMG International.  

KPMG税理士法人 

パートナー                                                                                           
福田 隆 

T: 03-6229-8087 

E: takashi.t.fukuda@jp.kpmg.com 


